
験体（無開口耐力壁）のせん断耐力を上回る最大耐

力を示しているだけでなく，小変形時から基準試験

体と同等以上の水平荷重を負担していることが確認

できた．以上の結果等を踏まえ，提案した補強方法

が構造性能の回復に有効なものと判断している．

基準試験体 開口補強試験体

写真－ 実験終了時の損傷状況

図 載荷実験における荷重変形関係

鉄骨枠及び接合要素の設計用応力の計算

載荷実験の結果を踏まえ，図 に示すように，実

験試験体を対象とした有限要素解析を実施し，載荷

実験では計測が難しい鉄骨枠や，鉄骨枠と壁板を繋

ぐ接合要素（接着面やボルト接合面）に作用する応

力の抽出を行った．また，有限要素解析の結果を基

に，図 に示すように，戸境壁がせん断耐力を発揮

する際の鉄骨枠の外力分布を仮定し，鉄骨枠を模擬

した骨組モデルに作用させることで，鉄骨枠や接合

要素の設計用応力を計算する方法を提案している．

解析モデル 壁板の最小主応力分布

図 有限要素解析による載荷実験の検証

図 提案した鉄骨枠の設計用荷重の計算方法

３．提案技術の適用条件

前述した鉄骨枠による開口新設補強技術を実建物

に適用する際には，建築物全体の構造安全性の確認

を行う必要があるが，本研究では，構造性能の回復

を前提とした改修方法を用いることから，戸境壁に

設ける開口の寸法・位置や，同一階に設けることが

できる新設開口の枚数等に制限を設けることで，検

討の一部を省略化することを検討している．図 は，

連層耐力壁を対象とした有限要素解析による検証結

果の一例を示したものだが，本研究では，開口を複

数形成することによる影響が小さく，図 に示す

ように上下階で新設開口の位置が異なる千鳥配置を

採用している．

元建物 に新設 全階に新設

図 開口形成が戸境壁の構造性能に及ぼす影響

（× 倍、←地震力の向き）

３．今後の予定

得られた成果は，壁式 造共同住宅のうち，主に

賃貸住宅に関する一棟丸ごとの躯体改造技術の研究

を実施している建築研究所とも連携して，改修に関

する基本的な考え方を示した技術ガイドラインや設

計・施工の具体的な方法を示したマニュアルとして

整備する予定である．
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空き家の管理・対策に要するコストと

効果の定量化に関する調査
研究期間：令和２年度～令和４年度

住宅研究部 住宅計画研究室 内海 康也 藤本 秀一

（キーワード） 空き家、空き家管理、管理不全化予防、コスト推計

１．はじめに

近年わが国では、空き家が増加してきており、こ

れに伴い、適切な管理がされていない「管理不全空

き家」の将来的な増加が懸念されている。また、市

町村や所有者の負担の増大も見られており、適切な

管理や各種支援の実施により、空き家の管理不全化

を予防するための対策の強化が求められている。こ

れに対応するため、国総研では、「空き家の管理不

全化に対する予防的対策効果の定量化に関する研

究」において、「管理不全化を予防するために最低

限必要な管理水準」を明らかにするとともに、「管

理不全化の予防的対策効果の定量化手法」を開発す

ることを目的としている。言い換えると、空き家が

「ぼろぼろ」になるとどれだけ「損」をするのか、

適切に管理するとどれだけ「得」をするのかを、わ

かりやすく示すことを目指している。

なお本課題では、予防的対策として、適切な管理

や各種支援施策についての情報提供・助言や活用・

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

除却の補助事業等を、空き家対応として、市町村の

担当部局による所有者調査や空家法に基づく対応等

を位置づけている。 
予防的対策効果の定量化の基本的な考え方は、予 

防的対策を行ったときと行わなかったときで、それ

ぞれに要するコストを比較するものである（図 ）。

年度は、 ）このコストを推計する「空き家の管

理不全化の予防的対策効果の定量化ツール（以下、

定量化ツール）」を開発し、 ）市町村等を対象とし

たケーススタディおよび定量化ツールの改良を主と

して行った。 
 
２．定量化ツールの開発

定量化ツールは、「市町村版」と「所有者版」の

種類を開発した。市町村版ツールでは、人口、住宅

数、空き家数を入力として、人口規模等に応じた想

定シナリオに基づき、ある期間について推計を行う。

具体的には、各年における「予防的対策に要するコ

スト」、「空き家対応に要するコスト」および、「予

防的対策による効果」、「空き家対応による効果」

を推計する。「効果」は管理が改善された住戸数等

で算出され、推計の次時点における要対応空き家数

が減少すること等により、対応等に要するコストが

減少する形で表される（図 ）。これにより、予防

的対策を実施した場合の効果を定量的に把握するこ

写真

写真ﾃﾞｰﾀ

の貼り付

けは不要

写真

写真ﾃﾞｰﾀ

の貼り付

けは不要

主任研究官
博士 工学

室長

図 予防的対策有無別のコスト等比較イメージ

図 空き家対策効果（市町村）の推計イメージ
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とができ、例えば、今後の市町村の空き家対策の検

討において、具体的に実施する予防的対策の検討や、

人員配置の検討等への活用が可能である。

所有者版ツールでは、ある期間を対象に、各年に

おける「管理に要するコスト」、「管理不全化する

ことにより生じる対応コスト」、「管理不全化によ

り生じる事故等のリスク」を算出する。また、期間

累積のコストと、想定される除却コストを算出する

（図 ）。これらを比較することにより、所有者に

とって適切な管理を実施することが有利であること

や、場合によっては除却も現実的な選択肢となるこ

とを定量的に示すことが可能となる。

３．市町村等を対象としたケーススタディ

ある市町村を対象とした定量化ツールによる試算

結果を図 に示す。この例では、予防的対策を実施し

ない場合、空き家の減少が限られた数に留まっている。

一方、予防的対策を実施した場合には、一定数減少

が見られ、予防的対策の実施効果が空き家の活用・

除却に表れている。また分析結果からは、予防的対

策の効果は、比較的管理状態のよい空き家に対し、

活用・除却を後押しする性格を有すること、他方、

空家法等を含む空き家担当部署による対応等の効果

は、比較的管理状態の良くない空き家に対し、管理

状態を引き上げる性格を有することが示された。

これを踏まえ、住宅特性や人口特性等を考慮して

選択した 市町（県庁所在地、人口規模の小さい自治

体を含む）に対し、定量化ツールによる試算結果お

よび空き家対策等についてのヒアリング調査を実施

した。具体的には、定量化ツールによるコストおよ

び効果の推計結果と、普段の業務に照らした実績と

の間にどの程度の差異が生じているか、推計に必要

となる市町村の空き家対策に要するコスト単価等の

原単位データ の妥当性等について意見を伺った。

改善点として、実績値と推計値の差異が大きくな

りやすい項目の抽出、推計結果の表示のわかりやす

さ等が得られた。また評価できる点として、推計結

果が一定の妥当性を有することや、具体的な活用場

面が想定できること等が得られた。これらの意見を

整理し、定量化ツールへフィードバックする形で改

良を実施した。

４．おわりに

年度が研究の最終年度であることから、今後

は、市町村ヒアリング結果等を踏まえた修正を行っ

た上で、管理不全化を予防するために最低限必要な

管理水準および定量化ツールを含む形で、管理不全

化の予防的対策の効果の定量化手法として速やかに

取りまとめる。また、定量化ツールについては、市

町村および所有者の今後の空き家対策や管理の方針

検討等における活用に向けて、準備が整い次第、国

総研 で公開する予定である。

定量化ツールの作成にあたり必要となる、市町村

の空き家対策に要するコスト単価や、所有者の管

理に要する単価等の原単位データは、 、

年の調査により収集したものである。

住宅計画研究室

図 空き家管理コスト（所有者）推計イメージ

図 予防的対策有無別将来空き家数の推計例
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